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36協定について



3 6協定とは？

医師も、雇用されている（勤務医）ならば労働者であり、労働基準法が適用されます。
法定労働時間を超えた時間外労働、法定休日に労働させる場合には36協定（労使協定）が必要です。

※ 法定休日は４週間を通じて４日以上の形で付与することも可能。
（出典）時間外労働の上限規制 わかりやすい解説（厚生労働省）より。

労働基準監督署への
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3 6協定のない時間外労働
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36協定のない時間外労働は労働基準法第32条の労働時間に関する規定違反になります。
医師に関する時間外労働の上限規制の適用が猶予されている現行においても、時間外労働を行わせる場合には、36協
定締結・監督署への届出が必要であり、また36協定範囲を超えた労働をさせることは違法である点に注意ください。

（出典）厚生労働省パンフレットより。



医師の労働時間短縮に向けた緊急的な取組（H 3 0 ( 2 0 1 8 )年2月）の概要
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医師の労働時間
管理の適正化に
向けた取組

３６協定等の
自己点検

産業保健の
仕組みの活用

タスク・シフ
ティング（業務の移

管）の推進

医療機関の
状況に応じた
医師の労働時間
短縮に向けた取組

勤務医を雇用する個々の
医療機関が自らの状況を踏まえ、
できることから自主的な

取組を進めることが重要。

考
え
方

勤
務
医
を
雇
用
す
る
医
療
機
関
に
お
け
る
取
組
項
目

医師の労働時間短縮に
向けて国民の理解を適切に求める
周知の具体的枠組みに
ついて、早急な検討が必要。

医療機関における経営の
立場、個々の医療現場の責任
者・指導者の立場の医師の

主体的な取組を支援。

 まずは医師の在院時間について、客観的な把握を行う。
 ICカード、タイムカード等が導入されていない場合でも、出退勤時間の記録を上司

が確認する等、在院時間を的確に把握する。

 ３６協定の定めなく、又は定めを超えて時間外労働をさせていないか確認する。
 医師を含む自機関の医療従事者とともに、３６協定で定める時間外労働時間数について自

己点検を行い、必要に応じて見直す。

 労働安全衛生法に定める衛生委員会や産業医等を活用し、長時間勤務となっている医師、
診療科等ごとに対応方策について個別に議論する。

 点滴に係る業務、診断書等の代行入力の業務等については、平成19年通知（※）等の趣旨
を踏まえ、医療安全に留意しつつ、原則医師以外の職種により分担して実施し、医師の負
担を軽減する。

 特定行為研修の受講の推進とともに、研修を修了した看護師が適切に役割を果たせる業務
分担を具体的に検討することが望ましい。

 全ての医療機関において取り組むことを基本とする１～５のほか、各医療機関の状況に応
じ、勤務時間外に緊急でない患者の病状説明等を行わないこと、当直明けの勤務負担の緩
和（連続勤務時間数を考慮した退勤時刻の設定）、勤務間インターバルの設定、複数主治
医制の導入等について積極的な検討・導入に努める。

行
政
の

支
援
等

 厚生労働省による好事例の積極的な情報発信、医療機関への財政的支援、医療勤務環境改善支援センターによる相談支援等
の充実 等

女性医師等の支援  短時間勤務等多様で柔軟な働き方を推進するなどきめ細やかな支援を行う。

※

１
～
３
に
つ
い
て
は
現
行
の
労
働
法
制
に
よ
り
当
然
求
め
ら
れ
る
事
項
も
含

ん
で
お
り
、
改
め
て
、
全
医
療
機
関
に
お
い
て
着
実
に
実
施
さ
れ
る
べ
き
。
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２

３

４

５

６

※「医師及び医療関係職と事務職員等との間等での役割分担の
推進について」（平成19年12月28日医政発1228001号）

！

※ 中間とりまとめ参考資料より



医師の働き方改革と時間外労働の上限について



働き方改革の概要
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人口構造変化に対応した取組として、働き方改革がスタートしている。医師にも年5日以上の有給休暇取得等の適用は
開始されているが、時間外労働の上限規制については医師は2024年４月からの適用開始とされている。

※ 医療業における“中小企業”の基準 ⇒企業単位でみて ｉ）資本金の額又は出資の総額が５千万円以下 又は ｉｉ）常時使用する労働者の数が100人以下
（なお、持分なし 医療法人や社会福祉法人等の「資本金」や「出資金」がない法人格の場合は、法人全体の常時使用する労働者の数のみで判断する）

！



時間外労働の上限規制
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働き方改革関連法により、時間外労働の上限に法律による上限が設けられました。

（改正前）

法律上は、時間外労働に上限なし

（行政指導のみ）。

１年間＝12か月

残業時間
月45時間

年360時間

法定労働時間
１日８時間
週40時間

上限なし

年間６か月まで

大臣告示による上限
（行政指導）

（改正後）

法律で時間外労働の上限を定め、これを
超える時間外労働はできなくなる。

１年間＝12か月

年間６か月まで

残業時間(原則)
月45時間

年360時間

法定労働時間
１日８時間
週40時間

法律による上限(原則)

法律による上限(例外)
・年720時間
・複数月平均80時間＊
・月100時間未満＊

＊休日労働を含む

※ 労働基準法第３６条に基づく労使協定（通称「３６（さぶろく）協定」）を結び、労働基準監督署に届け出ることで、
法定時間を超えた時間外労働が可能になります。



医療施設の最適配置の推進
（地域医療構想・外来機能の明確化）

■ これまでの我が国の医療は医師の長時間労働により支えられており、今後、医療ニーズの変化や医療の高度化、少子化に伴う医療の担い手
 の減少が進む中で、医師個人に対する負担がさらに増加することが予想される。

■ こうした中、医師が健康に働き続けることのできる環境を整備することは、医師本人にとってはもとより、患者・国民に対して提供される
 医療の質・安全を確保すると同時に、持続可能な医療提供体制を維持していく上で重要である。

■ 地域医療提供体制の改革や、各職種の専門性を活かして患者により質の高い医療を提供するタスクシフト/シェアの推進と併せて、医療機関
 における医師の働き方改革に取り組む必要がある。

医師の働き方改革

【業務が医師に集中】

【労務管理が不十分】

長時間労働を生む構造的な問題への取組 医療機関内での医師の働き方改革の推進

時間外労働の上限規制と健康確保措置の適用（2024.4～）
地域医療等の確保

医療機関が医師の労働時間
短縮計画の案を作成

評価センターが評価

都道府県知事が指定

医療機関が
計画に基づく取組を実施

地域間・診療科間の医師偏在の是正
国民の理解と協力に基づく適切な受診の推進

適切な労務管理の推進
タスクシフト/シェアの推進
（業務範囲の拡大・明確化）

特に救急、産婦人科、外科や若手の
医師は長時間の傾向が強い

病院常勤勤務医の約４割が年960時間超、
約１割が年1,860時間超の時間外・休日労働

【医師の長時間労働】

＜行政による支援＞
 ・医療勤務環境改善支援センター
 を通じた支援
 ・経営層の意識改革（講習会等）
 ・医師への周知啓発 等

医療機関に適用する水準 年の上限時間 面接指導 休息時間の確保
Ａ  （一般労働者と同程度） 960時間

義務

努力義務
連携Ｂ（医師を派遣する病院） 1,860時間

※2035年度末
を目標に終了 義務

Ｂ  （救急医療等）
C-1  （臨床・専門研修）

1,860時間
C-2  （高度技能の修得研修）

患者への病状説明や血圧測定、
記録作成なども医師が担当

36協定が未締結や、客観的な時間管理
が行われていない医療機関も存在

全ての医療専門職それぞれが、自らの能力を活かし、
より能動的に対応できるようにする

医師の健康確保
面接指導

健康状態を医師がチェック

休息時間の確保
連続勤務時間制限と

勤務間インターバル規制
（または代償休息）

質・安全が確保された医療を持続可能な形で患者に提供

労務管理の徹底、労働時間の短縮
により医師の健康を確保する

現状 目指す姿

対策

一部、法改正で対応

法改正で対応
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医師に関する3 6協定の上限と時間外労働の上限
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医師の働き方改革により、診療に従事する医師についても時間外労働の上限が設けられます（2024年４月～）。

上限の水準
医師に適用される水準（年） 医師に適用される水準（月）

36協定で定めるこ
とができる時間*

実際に働くことが
できる時間*
（通算）

36協定で定めるこ
とができる時間*

実際に働くことが
できる時間*
（通算）

A 960以下 960以下 100未満 100未満

連携B 960以下 1,860以下 100未満 100未満

B 1,860以下 1,860以下 100未満 100未満

Ｃ-１ 1,860以下 1,860以下 100未満 100未満

Ｃ-２ 1,860以下 1,860以下 100未満 100未満

（改正前）

法律上は、時間外労働に上限なし

（行政指導のみ）。

１年間＝12か月

残業時間
月45時間

年360時間

法定労働時間
１日８時間
週40時間

上限なし

年間６か月まで

大臣告示による上限
（行政指導）

※時間外・休日労働時間数（改正後）

面接指導を実施する場合には例外的に月の上限は適用されません。
！

残業時間（原則）
月45時間以下
年360時間以下

としつつ、

※ 時間外労働及び休日労働は、必要最小限にとどめるべきであることに、労使は十分意識することが必要です。
※ 36協定の労使協議の場を活用して、労働時間短縮策の話し合いを労使間で行うことも重要です。



医師の働き方改革と36協定の締結について



3 6協定の締結手続きについて

(H29.12)
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2 0 2 4年４月以降の医師の3 6協定の締結手続きについて

医師労働時間短
縮計画の作成

評価センターに
よる評価

Ｂ・連携Ｂ・Ｃ
水準の指定申請

３６協定の締結 業務開始

2022.4
(R4.4)

2024.4
(R6.4)

※ＢＣ水準の指定を受ける場合

！

•Ｂ・Ｃ水準の対象業務・人数を特定

○労働基準法施行規則の一部を改正する省令（令和４年厚生労働省令第５号）※令和４年１月19日公布

・ 様式第９号の４ ･･･ いわゆる「一般条項」（月45時間以下 年360時間以下）のみ
・ 様式第９号の５ ･･･ いわゆる「特別条項」（月100時間未満、年960時間/1860時間以下）を含む

○ 2024年４月以降の医師の36協定を締結する際に新たな様式による届出が必要となります。

○ ＢＣ水準に係る36協定を締結するためには医療機関がＢＣ水準の指定を受けていることが必要です。

新たな様式

13
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様式第９号の５（１枚目（各水準共通））
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限度時間内の時間外労働についての届出書（本様式・１枚目）と、
限度時間を超える時間外・休日労働についての届出書（次頁以降の２枚目・３枚目）の
３枚の記載が必要です。

！
！

！

！



様式第９号の５  （２枚目（Ａ水準の記載例））
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！

！
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様式第９号の５（２枚目（Ｂ水準の記載例））
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様式第９号の５（２枚目（連携Ｂ水準の記載例））

17

！



様式第９号の５（２枚目（Ｃ水準の記載例））
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様式第９号の５（３枚目（Ａ水準の記載例））
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様式第９号の５（３枚目（Ａ水準以外の記載例））
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3 6協定に関するＱ＆Ａ
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特例水準の指定を受けていませんが、今後特例水準の指定を申請するということで、特例水準の医師に関する
36協定をあらかじめ締結しておいても良いですか？

特例水準の医療機関の指定を受けていない場合には、特例水準の医師に関する36協定を締結することはでき
ません。

Q

A

特例水準（連携B・B・C水準）の医師に関する36協定を締結するに当たり、特例水準の医師として協定する
医師の範囲を、時短計画の内容と合わせる必要はありますか？

36協定に、特例水準の医師に関する業務の種類や労働者数を定めるに当たっては、時短計画の内容と結果的
にやむを得ず合致しない場合もありえますが、基本的には、これらの内容に合わせて協定することが適切です。

Q

A

異動や転職してきた医師に特例水準を適用したい場合は、監督署に届け出ていた36協定を変更して再度提出
する必要はありますか？

36協定における労働者の数については、36協定締結後に若干の変動があっても、協定締結当時から状況が変
わり、例えば、特例水準の医師の人数が大幅に増加または減少したといった特段の事情がない限り、36協定
を変更して再度提出する必要はありません。

Q

A



いきサポ ～医師の働き方改革制度解説ページを特設しました～
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いきサポのWEBレイアウトを更新し、医師の働き方改革制度解説ページを特設しました。

その他、各種研修および宿日直許可事例の掲載など、医療機関に必要とされる情報を集約しています。



医師の働き方改革2 0 2 4年４月までの手続きガイド
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令和５年４月に医師の働き方改革の制度の解説解説と医療機関の手続きについて解説を行ったパンフレットを発行

フローチャートで手続きを解説

イラストを多用し制度を解説

令和６年４月以降の36協定記載例を掲載

リンク先はこちらです（Click↓）
医師の働き方改革手続きガイド

https://iryou-kinmukankyou.mhlw.go.jp/files/Attachment/462/%E4%BB%A4%E5%92%8C%EF%BC%95%E5%B9%B4%EF%BC%94%E6%9C%88%E7%99%BA%E8%A1%8C%E3%80%80%E5%8C%BB%E5%B8%AB%E3%81%AE%E5%83%8D%E3%81%8D%E6%96%B9%E6%94%B9%E9%9D%A92024%E5%B9%B4%EF%BC%94%E6%9C%88%E3%81%BE%E3%81%A7%E3%81%AE%E6%89%8B%E7%B6%9A%E3%81%8D%E3%82%AC%E3%82%A4%E3%83%89.pdf


最後に

24

本年５月中旬以降、都道府県労働局・労働基準監督署では、36協定の記載方法等についての説明会を開催しています。
この機会に改めて適切な36協定の締結及び運用に取り組んでいただきますようお願いします。

国から都道府県への依頼内容
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